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（単位：百万円）

資 産 の 部

　 Ⅰ　固定資産

　　 1 有形固定資産

土地 219,935

建物 225,947

減価償却累計額 △ 118,277

減損損失累計額 △ 245 107,423

構築物 16,284

減価償却累計額 △ 9,945

減損損失累計額 △ 1 6,337

機械及び装置 572

減価償却累計額 △ 569 3

工具･器具及び備品 182,184

減価償却累計額 △ 153,313 28,870

図書 20,771

美術品･収蔵品 1,376

船舶 49

減価償却累計額 △ 43 6

車両及びその他の陸上運搬具 80

減価償却累計額 △ 59 21

建設仮勘定 7,888

その他有形固定資産 61

減価償却累計額 △ 54 6

有形固定資産合計 392,642

　　 2 無形固定資産

特許権 252

商標権 2

ソフトウェア 271

その他無形固定資産 789

無形固定資産合計 1,316

　　 3 投資その他の資産

投資有価証券 2,746

関係会社株式 150

その他の関係会社有価証券 11,784

国立大学法人等債償還引当特定資産（注） 700

破産更生債権等 45

貸倒引当金 △ 31 13

その他投資資産 33

投資その他の資産合計 15,428

固定資産合計 409,387

　 Ⅱ　流動資産

現金及び預金 92,011

未収学生納付金収入 186

徴収不能引当金 △0 185

未収附属病院収入 9,570

徴収不能引当金 △0 9,570

その他未収入金 4,280

金銭の信託 14,358

たな卸資産 61

医薬品及び診療材料 896

前渡金 24

前払費用 98

未収収益 3

その他流動資産 32

流動資産合計 121,523

資産合計 530,910

貸   借   対   照   表
（令和５年３月３１日）
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負 債 の 部

　 Ⅰ　固定負債

長期繰延補助金等（注） 5,574

長期寄附金債務（注） 700

長期前受受託研究費（注） 818

長期前受共同研究費（注） 562

長期前受受託事業費等（注） 8

長期借入金 9,171

国立大学法人等債 30,000

長期未払金

リース債務 3,534

ＰＦＩ債務 6,252

その他長期未払金 0 9,787

資産除去債務 135

固定負債合計 56,758

　 Ⅱ　流動負債

運営費交付金債務（注） 1,074

預り施設費（注） 3,123

寄附金債務（注） 28,822

前受受託研究費（注） 5,919

前受共同研究費（注） 9,051

前受受託事業費等（注） 731

科学研究費助成事業等預り金 3,125

前受金 858

預り金 1,423

一年以内返済予定長期借入金 1,190

未払金 20,133

未払費用 205

未払消費税等 210

賞与引当金 335

資産除去債務 17

その他流動負債 0

流動負債合計 76,222

負債合計 132,981
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純 資 産 の 部

　 Ⅰ　資本金

政府出資金 284,409

資本金合計 284,409

　 Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 107,717

減価償却相当累計額(△)（注） △ 101,941

減損損失相当累計額（△）（注） △ 1

有価証券損益相当累計額（確定）（注） 1,956

有価証券損益相当累計額（その他）（注） △ 3,620

利息費用相当累計額（△）（注） △ 18

除売却差額相当累計額（△）（注） △ 6,221

資本剰余金合計 △ 2,129

　 Ⅲ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金（注） 61,988

（教育研究等の質の向上及び組織運営の改善）目的積立金（注） -

積立金 -

当期未処分利益 53,619

（うち当期総利益） （ 53,619 ）

利益剰余金合計 115,608

　 Ⅳ　評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 41

評価・換算差額等合計 41

純資産合計 397,929

 負債純資産合計 530,910

（注）これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目であります。
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（単位：百万円）

経常費用

業務費

教育経費 4,450

研究経費 20,225

診療経費

材料費 20,830

委託費 4,699

設備関係費 5,875

研修費 1

経費 1,644 33,051

教育研究支援経費 2,700

受託研究費 19,722

共同研究費 8,753

受託事業費等 1,220

役員人件費 250

教員人件費

常勤教員人件費 27,043

非常勤教員人件費 9,586 36,629

職員人件費

常勤職員人件費 14,842

非常勤職員人件費 11,121 25,963 152,969

一般管理費 6,124

財務費用 425

雑　　損 484

経常費用合計 160,003

経常収益

運営費交付金収益（注） 43,903

授業料収益（注） 11,757

入学金収益（注） 1,772

検定料収益 309

附属病院収益 48,618

受託研究収益（注） 21,796

共同研究収益（注） 10,040

受託事業等収益（注） 1,270

寄附金収益（注） 9,139

施設費収益 349

補助金等収益（注） 7,764
財務収益

受取利息 80

その他財務収益 42 122

雑　益

手数料等収入 209

財産貸付料収入 628

版権及び特許権料収入 859

刊行物等売払代収入 4

研究関連収入 2,385

その他雑益 2,748 6,835

経常収益合計 163,680

経常利益 3,677

臨時損失

減損損失 40

過年度損益修正損 2,766 2,806

臨時利益

固定資産売却益 2

資産見返運営費交付金等戻入（注） 19,372

資産見返寄附金戻入（注） 14,930

資産見返物品受贈額戻入（注） 17,505 51,810

当期純利益 52,681

前中期目標期間繰越積立金取崩額（注） 938

当期総利益 53,619

（注）これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

損　益　計　算　書
（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）
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（単位：百万円）

（資本剰余金を減額したコスト等に関する注記）

当期総利益 53,619

減価償却相当額 △4,902

減損損失相当額 △5

利息費用相当額 △1

除売却差額相当額 △30

有価証券損益相当額（確定） 43

有価証券損益相当額（その他） △614

賞与引当増加相当額 △211

退職給付引当増加相当額 180

小計 △5,542

施設費収益相当額 1,971

その他 37

資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額 50,086

（科学研究費助成事業等に関する注記）

当期受入額 8,757

当期支出額 8,625

－5－



（単位:百万円）

うち当期総利益(又
は当期総損失)(⑥)

284,409 284,409 104,644 △97,309 △2 1,912 △3,006 △17 △5,912 308 45,186 5,486 6,919 6,900 -                64,492 -                -                349,210

Ⅰ　資本金の当期変動額 -                   -                   -                   -                   -                -                -                -                -                -                -                -                -                -                -                -                -                -                -                
Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得 -                   -                   3,073 -                   -                -                -                -                -                3,073 △1,063 -                -                -                -                △1,063 -                -                2,009
固定資産の除売却 -                   -                   -                   270 7 -                -                -                △308 △30 △30
減価償却 -                   -                   -                   △4,902 -                -                -                -                -                △4,902 -                -                -                -                -                -                -                -                △4,902
固定資産の減損 -                   -                   -                   -                   △5 -                -                -                -                △5 -                -                -                -                -                -                -                -                △5
時の経過による資産除去債務の増加 -                   -                   -                   -                   -                -                -                △1 -                △1 -                -                -                -                -                -                -                -                △1
有価証券に係る確定損益 -                   -                   -                   -                   -                43 -                -                -                43 -                -                -                -                -                -                -                -                43

有価証券に係る評価損益 -                   -                   -                   -                   -                -                △614 -                -                △614 -                -                -                -                -                -                -                -                △614
Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）の当期変動額
（１）　利益の処分又は損失の処理
　　　　積立金への振替 -                   -                   -                   -                   -                -                -                -                -                -                △45,186 △5,486 57,572 △6,900 -                -                -                -                -                
　　　　前中期目標期間からの繰越し(⑤) -                   -                   -                   -                   -                -                -                -                -                -                63,990 -                △63,990 -                -                -                -                -                -                
　　　　国庫納付金の納付(⑤) -                   -                   -                   -                   -                -                -                -                -                -                -                -                △502 -                -                △502 -                -                △502
（２）　その他
　　　　当期純利益（又は当期純損失） -                   -                   -                   -                   -                -                -                -                -                -                -                -                -                53,619 53,619 53,619 -                -                53,619
　　　　前中期目標期間繰越積立金取崩額 -                   -                   -                   -                   -                -                -                -                -                -                △938 -                -                -                -                △938 -                -                △938
　　　　前中期目標期間繰越積立金の組入 -                   -                   -                   -                   -                -                -                -                -                -                0 -                -                -                -                0 -                -                0
Ⅳ　評価・換算差額等の当期変動額（純額）(④) -                   -                   -                   -                   -                -                -                -                -                -                -                -                -                -                -                -                41 41 41

当期変動額合計 -                   -                   3,073 △4,631 1 43 △614 △1 △308 △2,438 16,801 △5,486 △6,919 46,719 53,619 51,115 41 41 48,719
当期末残高 284,409 284,409 107,717 △101,941 △1 1,956 △3,620 △18 △6,221 △2,129 61,988 -                -                53,619 53,619 115,608 41 41 397,929

※資本剰余金の財源別増減明細

期首
残高

当期
増加額

当期
減少額

期末
残高

施設費 74,392              1,971               -                   76,364              
運営費交付金 103                 -                   -                   103                 
授業料 34                  -                   -                   34                  
補助金等 15,479              -                   -                   15,479              
寄附金等 1,016               37                  -                   1,053               
目的積立金 6,307               -                   -                   6,307               
旧法人承継積立金 463                 -                   -                   463                 
前中期目標期間繰越積立金 1,094               1,063               -                   2,157               
無償譲与 307                 -                   -                   307                 
その他の資本剰余金 5,268               -                   -                   5,268               
減資差益 177                 -                   -                   177                 
合計 104,644             3,073               -                   107,717             

※資本剰余金の当期首残高は、令和３事業年度の期末残高から損益外除売却差額相当額を控除しているため、令和３事業年度の貸借対照表における狭義の資本剰余金残高と一致しておりません。

当期首残高
当期変動額(③)

除売却差額相当累計
額(△)

資本
剰余金

合計(①)

前中期目標期間繰越
積立金

利息費用相当累計額
(△)

資本
剰余金※(②)

減価償却相当累計額
(△)

減損損失相当累計額
(△)

有価証券損益相当累
計額(確定)

有価証券損益相当累
計額(その他)

純 資 産 変 動 計 算 書

（令和４年４月１日～令和５年３月31日）

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金(又は繰越欠損金) Ⅳ　評価・換算差額等

純資産
合計政府

出資金

資本金
合計
(①)

利益剰余金(又は繰
越欠損金)合計(①)

その他有価証券評価
差額金

評価・換算差額等合
計

目的積立金 積立金
当期未処分利益(又
は当期未処理損失)

摘要

施設費による資産の取得

現物寄附による非償却資産の取得

前中期目標期間繰越積立金による資産の取得

－
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（単位：百万円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 65,189

人件費支出 △ 70,338

その他の業務支出 △ 5,373

運営費交付金収入 44,980

授業料収入 10,263

入学金収入 1,697

検定料収入 308

附属病院収入 48,584

受託研究収入 22,508

共同研究収入 10,449

受託事業等収入 1,407

研究関連収入 2,377

補助金等収入 7,550

寄附金収入 8,276

その他の業務収入 4,121

科学研究費助成事業等預り金の減少 △ 207

預り金の増加 411

小計 21,827

国庫納付金の支払額 △ 502

業務活動によるキャッシュ・フロー 21,325

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金等の取得による支出 △ 116,418

定期預金等の払戻による収入 116,418

金銭信託の取得による支出 △ 8,800

金銭信託の払戻による収入 800

有価証券の取得による支出 △ 15

有価証券の売却による収入 57

有価証券の償還による収入 799

特定関連会社有価証券の取得による支出 △ 80

出資金の分配による収入 403

有形固定資産の取得による支出 △ 18,840

無形固定資産の取得による支出 △ 369

有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 3

施設費による収入 1,770

小計 △ 24,272

利息及び配当金の受取額 80

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 24,192

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

大学改革支援・学位授与機構債務負担金の返済による支出 0

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △ 1,204

ＰＦＩ債務の返済による支出 △ 233

割賦債務の返済による支出 △ 21

長期借入金の返済による支出 △ 1,103

国立大学法人等債償還引当特定資産の繰入による支出 △ 700

長期借入れによる収入 2,611

国立大学法人等債の発行による収入 30,000

小計 29,347

利息の支払額 △ 263

財務活動によるキャッシュ・フロー 29,083

Ⅳ 資金に係る換算差額 1

Ⅴ 資金の増加額 26,218

Ⅵ 資金期首残高 65,793

Ⅶ 資金期末残高 92,011

キャッシュ・フロー計算書
（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）
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（単位：百万円）

Ⅰ 当期未処分利益 53,619

　当期総利益 53,619

Ⅱ 利益処分額

　積立金 49,535

　国立大学法人法第３５条において準用する

　独立行政法人通則法第４４条第３項により

　文部科学大臣の承認を受けた額

　（教育研究の質の向上及び組織運営の改善）

  　目的積立金 4,084 4,084 53,619

利益の処分に関する書類

－8－



（重要な会計方針）

　当事業年度より、国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」
報告書」（国立大学法人会計基準等検討会議　令和４年２月１０日改訂））及び「「国立大学法人会計基準」
及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省　日本公認会計士協会　令和５年４月
１３日最終改訂）（以下「国立大学法人会計基準等」という。）を適用しております。
　なお、国立大学法人会計基準等のうち、収益認識に関する会計基準の導入による改訂内容については、令
和５事業年度から適用します。

　・会計方針の変更

１．会計基準の改訂に伴う資産見返負債の計上の廃止

　　前事業年度まで運営費交付金、授業料、寄附金を財源として固定資産を取得した場合、資産見返負債を
　計上し、減価償却に伴い同額を収益に振り替えておりましたが、当事業年度より改訂後の国立大学法人会
　計基準等を適用し、固定資産を取得した時点で収益を計上することとし、資産見返負債は計上しておりま
　せん。なお、改訂後の国立大学法人会計基準等に従って、前事業年度末の資産見返負債は当期首に臨時利
　益に計上しております。
　　この結果、旧基準で当年度決算を実施した場合と比較し、経常収益が43百万円減少しますが、一方で臨
　時利益が51,807百万円増加し、当期純利益及び当期総利益は51,764百万円増加しております。
　　また、前事業年度の貸借対照表における「資産見返補助金等」は当事業年度より「長期繰延補助金等」、
　「建設仮勘定見返施設費」は「預り施設費」としてそれぞれ表示しておりますが、損益に与える影響はあ
　りません。

　・表示方法の変更

　　損益外減価償却累計額、損益外減損損失累計額、損益外有価証券損益累計額（確定）、損益外有価証券
　損益累計額（その他）及び損益外利息費用累計額について、国立大学法人会計基準等の改訂に伴い、当事
　業年度より、減価償却相当累計額、減損損失相当累計額、有価証券損益相当累計額（確定）、有価証券損
　益相当累計額（その他）及び利息費用相当累計額として表示しております。
　　損益外除売却差額相当額について、前事業年度まで資本剰余金に含めて表示しておりましたが、国立大
　学法人会計基準等の改訂に伴い、当事業年度より、資本剰余金の控除項目の除売却差額相当累計額として
　表示しております。 
　　その他有価証券の評価差額について、前事業年度まで利益剰余金の次に別に区分を設け、その他有価証
　券評価差額金の科目により表示しておりましたが、国立大学法人会計基準等の改訂に伴い、当事業年度よ
　り、評価・換算差額等のその他有価証券評価差額金として表示しております。
　　損益外除売却差額相当額について表示方法を変更したことにより、資本剰余金の当期首残高が
　5,912百万円減少し、除売却差額相当累計額の当期首残高が5,912百万円増加しております。 

　・会計上の見積りの開示

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

　　原則として期間進行基準を採用しております。
　　ただし、特殊要因運営費交付金については費用進行基準を採用し、また一定の基幹運営費交付金（機能
　強化経費）については文部科学省の指定に従い業務達成基準を採用しております。
　　また、国立大学法人大阪大学業務達成基準取扱要領に基づき総長の承認を得たプロジェクト事業につい
　ては、業務達成基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

(1) 有形固定資産
　  定額法を採用しております。
　　耐用年数については、法人税法の耐用年数を基準としておりますが、主な資産の耐用年数は以下のとお
　りであります。

　　建　　物 　５　～　５０　年
　　建物附属設備 　３　～　１８　年
　　構 築 物 　３　～　７５　年
　　工具、器具及び備品 　２　～　２０　年

　　受託研究収入等により購入した償却資産については、当該資産を直接研究に使用する期間を耐用年数と
　しております。
　　また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第７８）及び資産除去債務に対応する特定の除却費用等
  （国立大学法人会計基準第８５）に係る減価償却相当額については、減価償却相当累計額として資本剰余
  金から控除して表示しております。　

注　　　　記
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(2) 無形固定資産
　  定額法を採用しております。
　　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいておりま
　す。

３．徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準

　　将来の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産
　更生債権等については、個別の債権の回収可能性を検討して回収不能見込額を計上しております。

４．賞与引当金及び見積額の計上基準
　　
　①運営費交付金により財源措置がなされる教職員に対しては、賞与引当金を計上しておりません。

　②運営費交付金により財源措置がなされない教職員に対しては、当該教職員に対する支給見込額のうち、
　当事業年度に帰属する額を賞与引当金として計上しております。

　　なお、資本剰余金を減額したコスト等に関する注記における賞与引当増加相当額は、当事業年度末の
　賞与引当増加相当額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。

５．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

　①退職一時金のうち、運営費交付金により財源措置がなされる教職員に対しては、退職給付に係る引当金
　を計上しておりません。

　②退職一時金のうち、運営費交付金により財源措置がなされない教職員に対しては、当該教職員の退職給
　付に備えるため、期末自己都合要支給額に基づき、退職給付引当金を計上しております。

　　なお、資本剰余金を減額したコスト等に関する注記における退職給付引当増加相当額は、国立大学法人
　会計基準第８２第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しており
　ます。

６．有価証券及び金銭の信託の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的債券
　　償却原価法（定額法）を採用しております。

(2) 関係会社株式
　　移動平均法による原価法（持分相当額が下落した場合は、持分相当額）を採用しております。

(3) その他の関係会社有価証券
　　時価のない株式については、移動平均法による原価法（持分相当額が下落した場合は、持分相当額）
　を採用しております。
　　なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされる
　もの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、
　持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

(4) その他有価証券
　　時価のない株式については、移動平均法による原価法（持分相当額が下落した場合は、持分相当額）
　を採用しております。

(5)金銭の信託
　　期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

７．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 評価基準
　　低価法を採用しております。

(2) 評価方法
　　移動平均法を採用しております。ただし、医薬品及び診療材料については、最終仕入原価法により行っ
　ております。

８．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
　おります。

９．リース取引の会計処理

　　リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に
　準じた会計処理によっております。
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10．消費税等の会計処理

    消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。

11．財務諸表（附属明細書を除く）の表示単位

    財務諸表は、百万円未満切捨てにより作成しております。

（貸借対照表）

（注１）本学が有している土地及び建物の一部（44,516百万円）を大学改革支援・学位授与機構長期借入金

　(10,362百万円)の担保に供しております。

（注２）運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額は2,886百万円であります。

（注３）運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額は27,053百万円であります。

（注４）利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するものは、以下のとおりであります。

（１）国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産の額が、

　　当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの

　附属病院に関する借入金の元金償還額の累計 百万円

　当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計 百万円

　利益剰余金に与える影響額（差引き） 百万円

（２）国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物品受贈額戻入が、

　　二重になっていることによるもの

　法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が診療経費に分類

されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額の累計 百万円

（３）国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国からの出資で

　　なく譲与としたことによるもの 百万円

（４）国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料について、国からの

　　出資でなく譲与としたことによるもの 百万円

百万円

（損益計算書）

（注１）当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するものは、以下のとおりであります。

    国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産の額

　  が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの

　　　附属病院に関する借入金の元金償還額 百万円

　　　当該借入金により取得した資産の減価償却費 百万円

　　　当期総利益に与える影響額（差引き） 百万円

（注２）臨時損失については、次のとおりであります。

　　減損損失

　　　レプトン核分光実験棟に関する減損損失 百万円

　　　工学Ｍ２棟に関する減損損失 百万円

　　　工学Ｕ８棟に関する減損損失 百万円

　　過年度損益修正損

　　　承継建物の耐用年数修正に伴う過年度分減価償却費 百万円

（注３）臨時利益については、次のとおりであります。

　　固定資産売却益

　　　車両及び運搬具の売却に伴う売却益 百万円

　　会計基準改訂に伴い期首に計上した資産見返負債の収益化額

　　　資産見返運営費交付金等戻入 百万円

　　　資産見返寄附金戻入 百万円

　　　資産見返物品受贈額戻入 百万円

63,294

32,071

31,223

1,527

604

696

34,052

1,104

4,037

△ 2,932

13

25

1

2,766

2

19,372

14,930

17,505
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（国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト）

Ⅰ 業務費用

（１）損益計算書上の費用 百万円

（２）（控除）自己収入等 百万円

　業務費用合計 百万円

Ⅱ 資本剰余金を減額したコスト等 百万円

Ⅲ 機会費用

　国又は地方公共団体の無償又は減額された

　使用料による貸借取引の機会費用 4 百万円

　政府出資の機会費用 894 百万円 899 百万円

Ⅳ （控除）国庫納付額 百万円

Ⅴ 国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 百万円

 　 　 ※（控除）自己収入等には、会計基準改訂に伴い期首に臨時利益に計上した資産見返寄附金戻入等 

　  　　  26,293百万円が含まれている。

国立大学法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストに関する注記における機会費用の

計上方法

(1) 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法

　　  　近隣の地代や賃借料を参考に計算している。

(2) 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

　　  　10年利付政府保証債の令和5年3月末利回りを参考に0.32％で計算している。

（キャッシュ・フロー）

（注１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

　　現金及び預金勘定

　　期末資金残高

（注２）重要な非資金取引

　　　　（１）ファイナンス・リースによる資産の増加

　　　　（２）寄附受による資産の増加

（注３）預り金については決算日における残高をもって計上しております。

（減損会計関係）

減損会計の適用については、以下のとおりであります。

減損を認識した固定資産に関する事項

（１）減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 （単位：百万円）

（２）減損の認識に至った経緯

　　　レプトン核分光実験棟については、使用しないことを決定しており、令和４年度中に取り壊したこと

　　から、減損会計基準「第４　減損の認識」の１の（３）に該当するため、減損を認識しております。

　　　工学Ｍ２棟については、使用しないことを決定しており、令和４年度中に取り壊したことから、減損

　　会計基準「第４　減損の認識」の１の（３）に該当するため、減損を認識しております。

　　　工学Ｕ８棟については、使用しないことを決定しており、令和４年度中に取り壊したことから、減損

　　会計基準「第４　減損の認識」の１の（３）に該当するため、減損を認識しております。

92,011百万円

29,353

5,542

-

35,795

△133,456

162,810

建物
構築物

研究 建物

吹田市山田丘

1吹田市山田丘

工学Ｍ２棟

92,011百万円

用途

研究

種類

研究 建物

減損を認識した
固定資産

レプトン核分光実験棟

帳簿価額

19

場所

豊中市待兼山町

25

2,099百万円

893百万円

工学Ｕ８棟
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 （３）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳

（単位：百万円）

（４）減損の認識について、複数の固定資産を一体として認識した場合における、当該資産の概要及び当該

資産が一体としてそのサービスを提供するものと認めた理由

　　　工学Ｍ２棟については、建物と浄化装置からなり、建物と補完的な関係を有する構築物であることか

　　ら、一体としてそのサービスを提供するものと判定しました。

（５）回収可能サービス価額の算出方法の概要

　　　レプトン核分光実験棟の回収可能サービス価額は、売却の見込みがないことから、使用価値相当額に

　　より測定しております。使用価値相当額は、当該資産の帳簿価額に当該資産につき使用が想定されてい

　　ない部分以外の部分の割合（０％）を乗じて算出しております。

　　　工学Ｍ２棟の回収可能サービス価額は、売却の見込みがないことから、使用価値相当額により測定し

　　ております。使用価値相当額は、当該資産の帳簿価額に当該資産につき使用が想定されていない部分以

　　外の部分の割合（０％）を乗じて算出しております。

　　　工学Ｕ８棟の回収可能サービス価額は、売却の見込みがないことから、使用価値相当額により測定し

　　ております。使用価値相当額は、当該資産の帳簿価額に当該資産につき使用が想定されていない部分以

　　外の部分の割合（０％）を乗じて算出しております。

減損の兆候が認められた固定資産に関する事項

（１）減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 （単位：百万円）

（２）認められた減損の兆候の概要

　　　上記固定資産については、新型コロナウイルス感染症の影響により一時的に稼働率が低下しているこ

　　とから、減損の兆候が認められました。

（３）減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、当該資産の概要及び

当該資産が一体としてそのサービスを提供するものと認めた理由

　　　国際交流会館吹田分館については、建物と箱庭、アスファルト舗装、外灯設備、手摺、屋外階段、館名サ

　　インからなり、建物と補完的な関係を有する構築物であることから、一体としてそのサービスを提供するも

　　のと判定しました。

　　　待兼山会館については、建物と屋外ガス設備からなり、建物と補完的な関係を有する構築物であることか

　　ら、一体としてそのサービスを提供するものと判定しました。

（４）減損の認識に至らなかった理由

　　　国際交流会館吹田分館、待兼山会館については、コロナ禍の影響という稼働率の低下原因が明確であ

　　ることと、本学教職員及び学外者の施設利用が将来的に見込まれており、その使用目的に従った機能を

　　現に有していることから、減損の認識に至りませんでした。

翌事業年度以降の特定の日以後使用しないと決定した固定資産に関する事項

（１）使用しないという決定を行った固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 （単位：百万円）

－

13

減損を認識した固定資産

レプトン核分光実験棟

工学Ｍ２棟

場所

吹田市山田丘

豊中市待兼山町

種類

建物
構築物

建物
構築物

工学Ｕ８棟

研究

減損の兆候が認められた
固定資産

国際交流会館吹田分館

待兼山会館

用途

研究

種類

－

損益計算書に計上していない金額

5

損益計算書に計上した金額

場所 帳簿価額

2

16

使用しないという決定を
行った固定資産

第１観測室

第２観測室

五條市大塔町

五條市大塔町

建物
機械及び装置

工具・器具及び備品

建物
機械及び装置

用途

25

1

帳簿価額

28

90教職員宿舎

教職員宿舎
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（２） 使用しなくなる日

（３）使用しないという決定を行った経緯及び理由

　　　第１観測室については、借地上に建造されており、令和５年度中に土地の賃貸借契約を取り止めるこ

　　とから原状回復の義務に則り、取り壊しを予定しております。

　　　第２観測室については、借地上に建造されており、令和５年度中に土地の賃貸借契約を取り止めるこ

　　とから原状回復の義務に則り、取り壊しを予定しております。

（４）回収可能サービス価額及び減損額の見込額 （単位：百万円）

　　第１観測室および第２観測室のいずれについても、取り壊しを予定しており、売却の見込みがないこと

　から、使用価値相当額により回収可能サービス価額を測定しております。使用価値相当額は、当該資産の

　帳簿価額に当該資産につき使用が想定されていない部分以外の部分の割合（０％）を乗じて算出しており
　ます。

（重要な債務負担行為）

１．ＰＦＩ事業

　　ＰＦＩ事業については、割賦金利、維持管理費相当額及び運営費相当額等を記載しております。

２．工事請負契約
（単位：百万円）

令和4年4月 198

17,372

7,739

11,556

383

108

529

148

第１観測室

契約年月

平成29年8月
令和3年1月（覚書）
令和3年7月（覚書）

契約相手先

PFI阪大グローバルビレッジ
津雲台株式会社

契約内容

大阪大学グローバルビレッジ施設整
備運営事業

未検収金額

4,865

大阪大学（吹田）医学部附属病院統合診療棟等新営
その他電気設備工事

－

（単位：百万円）

減損見込額

大阪大学（吹田）微研感染症共同実験棟新営その他
工事

株式会社日建設計

大阪大学（吹田）医学部附属病院統合診療棟等新営
その他機械設備工事

名工建設株式会社大阪
支店

株式会社雄電社

株式会社朝日工業社

大阪大学（吹田）微研感染症共同実験棟新営その他
電気設備工事

大阪大学（吹田）微研感染症共同実験棟新営その他
機械設備工事

令和3年8月

令和3年8月
令和4年12月(変更契約)

令和3年12月
令和4年3月(変更契約)
令和4年5月(変更契約)
令和4年8月(変更契約)
令和5年3月(変更契約)

令和3年12月
令和4年3月(変更契約)
令和4年5月(変更契約)
令和4年9月(変更契約)
令和5年3月(変更契約)

大阪大学（吹田）医学部附属病院統合診療棟等新営
その他工事

2

12第２観測室 －

契約内容

株式会社竹中工務店

契約相手先 契約年月

令和3年7月
令和4年3月(変更契約)

第２観測室（建物）

2

12

使用しないという決定を行った
固定資産

使用しなくなる日に
おける帳簿価額

回収可能
サービス価額

使用しないという決定を行った固定資産 使用しなくなる日

第１観測室（建物） 令和５年４月（予定）

令和５年４月（予定）

未検収金額

関電工・四電工・三宝
特定建設工事共同企業

体

ダイダン株式会社

大阪大学（吹田）ライフライン再生（特別高圧受変
電設備等）電気設備工事Ⅲ期

令和3年12月
令和4年3月(変更契約)
令和4年5月(変更契約)
令和5年1月(変更契約)
令和5年3月(変更契約)

797

大阪大学（吹田）医学部附属病院統合診療棟等新営
工事監理業務

株式会社日立ビルシス
テム関西支社

株式会社きんでん

大阪大学（吹田）医学部附属病院病棟エレベーター
28号機他改修工事

令和5年3月

令和4年8月
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項
　　当法人は、資金運用については預金、国債、地方債、政府保証債等及び金銭の信託に限定し、資金調
　達については(独)大学改革支援・学位授与機構からの借入れ及び国立大学法人等債の発行により実施し
　ております。
　　資金運用にあたっては国立大学法人法第３５条が準用する独立行政法人通則法第４７条及び国立大学
　法人法第３４条の３第２項の規定に基づき、社債、政府保証債及び金銭の信託を保有しております。な
　お、当該運用資産は金利や為替の変動による市場リスクや信用リスク、また資産の特性による流動性リ
　スクを包含していますが、資金管理規則に基づき資金運用管理委員会においてリスク分散や許容リスク
　等について検討した上で、適切なリスク管理を実施しております。また、未収附属病院収入は、国立大
　学法人大阪大学出納規則に沿ってリスク管理を行っております。
　　長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり、文部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施し
　ております。
　　国立大学法人等債の使途は、土地の取得及び施設の設置・整備等であり、文部科学大臣の事前承認に
　基づいて債券を発行しております。
　　また、当法人は、産業競争力強化法第２１条に基づき、必要な資金の出資を行い取得した有価証券を
　関係会社株式及びその他の関係会社有価証券として保有しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、
　市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金（国立
　大学法人等債償還引当特定資産含む）、未収入金、合同運用の金銭信託及び未払金は短期間で決済され
  るため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）

(１)投資有価証券及び有価証券

　①満期保有目的の債券

　②その他有価証券

(２)金銭の信託

(３)長期借入金

(４)国立大学法人等債

(５)リース債務

(６)ＰＦＩ債務

（*１）貸借対照表の未払金に含まれるリース債務及びＰＦＩ債務については、上記表中(５)リース債務及び(６)ＰＦ

　　　 Ｉ債務にそれぞれ区分して計上しております。

（*２）負債科目に係る金額は上記表中（　）書きにて表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法

(１)市場価格のない株式等は次のとおりです。

（単位：百万円）

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
 　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三つのレベルに分

　類しております。

　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

　　　　　　　　　時価

　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

　ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

16

(△3,666)

(6,103)

(26,334)(30,000)

(4,657) (△19)

(6,485) (△382)

(4,638)

関係会社株式
（非上場株式）

光徳電興株式会社

令和5年2月

令和4年12月
令和5年2月(変更契約)

令和4年12月
令和5年3月(変更契約)

令和4年9月

差額（*２）

402

大阪大学（吹田）核物理研アルファ線核医学治療社
会実装拠点新営その他電気設備工事

株式会社淺沼組

大阪大学（吹田）核物理研アルファ線核医学治療社
会実装拠点新営その他機械設備工事

貸借対照表計上額（*２）

大成建設・日建設計特
定建設工事共同企業体

株式会社精研

時価（*２）

2,700

46

2,746

11,358

(10,362)

-

16

区分

大阪大学（吹田）核物理研アルファ線核医学治療社
会実装拠点新営その他工事

2,762

46

2,716

8,461大阪大学（吹田）感染症総合教育研究拠点整備事業

155

349

貸借対照表計上額

150

11,784

-

(10,151)

11,358

(△211)

その他関係会社有価証券
（投資事業有限責任組合出資金）
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(１）時価をもって貸借対照表価額とする金融資産及び金融負債

（単位：百万円）

(２）時価をもって貸借対照表価額としない金融資産及び金融負債

（単位：百万円）

投資有価証券及び有価証券

　　政府保証債等は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレ

　ベル２の時価に分類しております。

　　上場株式の新株予約権については取引所の価格に基づき、非上場株式の新株予約権については直近の独立した第

　三者間取引やファイナンス価格の情報が利用可能な場合、時価は当該直近の取引価格等に基づき評価・算定してお

　ります。観察できない時価の算定に係るインプットを使用しているため、その時価をレベル３の時価に分類してお

　ります。

  　なお、直近の取引価格について、取引発生後、一定期間は有効であるものと仮定しております。

金銭の信託

　　有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託の信託財産の構成物である有価証券については、取引金融機

　関から提示された価格によっており、構成物のレベルに基づきレベル２の時価に分類しております。

長期借入金、リース債務及びＰＦＩ債務

　　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値

　法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

国立大学法人等債

　　相場価格を用いて評価しており、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、

　その時価をレベル２に分類しております。

（賃貸等不動産の時価等に関する注記）

　当法人は、賃貸不動産として寄宿舎等を有しております。これらの貸借対照表計上額、当期増減額及び

時価は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

（注１）貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

（注２）当期増減額のうち、主な増減額は次のとおりであります。

　津雲台国際学生宿舎の土地購入による増加 680百万円

　中之島センター、その他施設の改修による増加 349百万円

　減価償却等による減少 205百万円

 （注３）当期末の時価は、主として「不動産鑑定基準」に基づいて当法人で算定した金額（指標等を用いて調整を

　　　　行ったものを含む）、償却資産については、適正な帳簿価格によっております。

　また、賃貸等不動産に関する令和5年3月期における収益及び費用等の状況は次のとおりであります。

（単位：百万円）

（注）減価償却相当累計額については、「賃貸費用」の内数として（）内に記載しております。

-

686

(116)

賃貸費用

当期末の時価

区分 レベル１

824 13,965

当期増減額 当期末残高

合計レベル３

有価証券及び投資有価証券

前期末残高

　その他有価証券

レベル２

　　新株予約権 - - 46 46

金銭の信託 - 11,358 - 11,358

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

長期借入金 - 10,151 - 10,151

　満期保有目的の債券

　　政府保証債等 - 2,716 - 2,716

国立大学法人等債 - 26,334 - 26,334

リース債務 - 4,638 - 4,638

ＰＦＩ債務 - 6,103 - 6,103

13,141 13,704

賃貸収益

333

貸借対照表計上額

その他（売却損益等）

-
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（産業競争力強化法第２１条に基づく出資に関する注記）

　当法人は、産業競争力強化法第２１条に基づき、国立大学法人等が必要な資金の出資を行い取得した
有価証券について、国立大学法人法施行規則第１４条の３第１項の指定を受けており、当該有価証券を
発行する認定特定研究成果活用支援事業者が認定特定研究成果活用支援事業計画に沿って実施する特定
研究成果活用支援事業の概要、当該特定研究成果活用支援事業を実施する法人の財務状況及び投資事業
有限責任組合の活動状況については下記のとおりであります。

１．特定研究成果活用支援事業の概要

　大阪大学ベンチャーキャピタル(株)（以下、OUVC）は、大阪大学の研究成果の事業化促進に向けた取組
を進め、研究成果の活用促進を通じた新しい社会的価値を創出する目的で、平成26年12月に産業競争力強
化法に基づき設立されました。大阪大学と民間金融機関との間でOUVCを無限責任組合員として、平成27年
7月にOUVC1号投資事業有限責任組合を、令和3年1月にOUVC2号投資事業有限責任組合を設立し、組合財産
持分を関係会社出資金としてそれぞれ 10百万円（1口)、 20百万円（2口）保有しております。

２．特定研究成果活用支援事業を実施する法人の財務状況

 （１）貸借対照表
資産合計・・・・・・・・・・577百万円
負債合計・・・・・・・・・・324百万円
純資産合計・・・・・・・・・253百万円

 （２）損益計算書
営業損益・・・・・・・・・・  25百万円
経常損益・・・・・・・・・・  25百万円
当期純利益・・・・・・・・・  16百万円

 （３）株主資本等変動計算書
資本金・・・・・・・・・・・ 35百万円
資本剰余金・・・・・・・・・ 35百万円
利益剰余金・・・・・・・・・183百万円
株主資本合計・・・・・・・・253百万円

３．投資事業有限責任組合の活動状況

　・OUVC1号投資事業有限責任組合

（１）ファンド組成日
平成27年7月31日

（２）ファンド総額
12,510百万円

（３）大学からの出資額（大阪大学ベンチャーキャピタル株式会社が出資した分を含む）
合計　10,010百万円
（無限責任組合員としての出資：10百万円、
　有限責任組合員としての出資：10,000百万円）

（４）民間出資者及び民間出資額
合計　2,500百万円
（株式会社三井住友銀行、みずほ証券株式会社、株式会社みずほ銀行、株式会社池田泉州銀
　行、三菱UFJキャピタル株式会社、株式会社三菱UFJ銀行、三井住友信託銀行株式会社、
　株式会社りそな銀行）

（５）事業概要
　OUVC1号投資事業有限責任組合の当該事業年度での支援決定件数は1件、支援決定額は
213百万円となっております。

（６）支援案件（当該事業年度に支援決定したもの）

がん細胞に特異的に
発現するLAT1を標的
とした医薬品・診断
薬の開発

支援先 支援決定日
OUVC1号投資事業有限責任
組合からの出資決定額

民間出資者名
及び民間出資額

事業概要

ジェイファーマ株式会
社

令和4年12月14日 213百万円

Eight Roads Ventures Japan、JIC
ベンチャー・グロース・インベス
トメンツ、NEWTON BIO CAPITAL、
大原薬品工業、スペラファーマ
（複数につき出資額上位5社記載）
計5,819百万円
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　・OUVC2号投資事業有限責任組合

（１）ファンド組成日
令和3年1月1日

（２）ファンド総額
10,650百万円

（３）大学からの出資額（大阪大学ベンチャーキャピタル株式会社が出資した分を含む）
合計　6,550百万円
令和4年12月にキャピタルコールによる18百万円の追加出資があります。
（無限責任組合員としての出資：20百万円、
　有限責任組合員としての出資：6,530百万円）

（４）民間出資者及び民間出資額
合計　4,100百万円
令和4年12月にキャピタルコールによる3,690百万円の追加出資があります。
（株式会社三井住友銀行、みずほ証券株式会社、株式会社池田泉州銀行、伊藤忠商事
　株式会社、株式会社関西みらい銀行、株式会社京都銀行、三井住友信託銀行株式会社、
　株式会社滋賀銀行、株式会社南都銀行、野村ホールディングス株式会社、三菱UFJキャピ
　タル株式会社、株式会社りそな銀行、株式会社三菱UFJ銀行、大阪有機化学工業株式会社）

（５）事業概要
　OUVC2号投資事業有限責任組合の当該事業年度での支援決定件数は4件、支援決定額は
600百万円となっております。

（６）支援案件（当該事業年度に支援決定したもの）

（資産除去債務に関する注記）

１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

（１）当該資産除去債務の概要
　　本学建物にアスベストを含有するものがあり、石綿障害予防規則等に伴う当該建物からアスベストを撤去す
　る際に発生する撤去費用であります。
　　また、奈良県五條市と締結した賃貸契約に基づき使用する土地に建造した建物について、退去時における原
　状回復に係る債務を有していることから、当該土地から建物を撤去する際に発生する撤去費用であります。

（２）当該資産除去債務の金額の算定方法
　　使用見込期間を残存耐用年数に基づいて見積もり、割引率は期間に応じた国債利回りを使用しております。

（３）当該資産除去債務の総額の期中における増減内容 

期首残高 百万円

対象資産の増加に伴う計上額 百万円

時の経過による調整額 百万円

資産除去債務の履行等による減少額 百万円

期末残高 百万円152

133
17
2
-

支援先 支援決定日
OUVC2号投資事業有限責任
組合からの出資決定額

民間出資者名
及び民間出資額

事業概要

株式会社PURMX
Therapeutics

令和4年5月18日 100百万円

スリー・ディー・マトリックス、東京大学
エッジキャピタルパートナーズ、広島大学・
広島県内大学発ベンチャー支援投資事業有限
責任組合、広島ベンチャーキャピタル、QB 第
二号投資事業有限責任組合、三菱UFJキャピタ
ル、広島県環境保健協会
計765百万円

老化現象に着目した
マイクロRNA核酸医
薬品の開発

株式会社JiMED 令和5年1月11日 300百万円
みずほキャピタル
49百万円

ワイヤレス埋込型ブ
レインマシンイン
ターフェース
（BMI）システムの
開発

株式会社Thinker 令和4年8月10日 100百万円 無し

近接覚センサーを応
用した今までにない
ロボットセンサーの
事業化

アルファフュージョン
株式会社

令和4年11月9日 100百万円
D3 LLC、住友重機械工業、
日揮みらいファンド、JST
計449百万円

アスタチン‐211に
よる癌をターゲット
とした標的α線核医
学療法の開発
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２．貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

（１）放射性同位元素等又は放射線発生装置を取り扱う施設
　　放射性同位元素等又は放射線発生装置を取り扱う施設については、建物等解体時における放射性廃棄物等
　の除去に係る債務を有しておりますが、放射線管理区域として把握している建物等の解体時の汚染レベルを
　把握することが困難なことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。
　　そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

（２）放射性同位元素
　　放射性同位元素については、放射性廃棄物の除去に係る債務を有しておりますが、耐用年数が超長期に
　及ぶため、処分時期が明確でないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。
　　そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

（３）建物の賃貸借契約
　　賃貸借契約に基づき使用する建物等については、退去時における原状回復に係る債務を有しておりますが、
　使用予定期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定されていないことから、資産除去債務を合理的に
　見積もることができません。
　　そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

（４）貸借している土地の上に建設している建物
　　貸借契約している一部の土地の上に建設している建物等については、退去時における原状回復に係る債務を
　有しておりますが、奈良県五條市と締結した賃貸契約以外の契約では使用予定期間が明確でなく、現在のとこ
　ろ移転等も予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。
　　そのため、奈良県五條市と締結した賃貸契約以外の当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

（退職給付に係る注記）

１．採用している退職給付制度の概要
　　当法人は、教職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び国家公務員共済組合法の
　退職等年金給付制度を採用しております。非積立型の退職一時金制度では、給与と勤務期間に基づいた
　一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

２．確定給付制度

    簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
期首における退職給付引当金 0百万円
退職給付費用 -百万円
退職給付の支払額 0百万円
期末における退職給付引当金 -百万円

３．退職等年金給付制度
　　当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、369百万円であります。
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